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１．審 査 の 期 間

２．審 査 の 方 法

３．審 査 の 結 果

決算審査に当たっては，審査に付された決算及び付属書類が関係法令に準拠して作成されている

か，事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか，事業が地方公営企業法第３条の経営

の基本原則に沿ったものであるか等に主眼を置き，関係諸帳簿と証拠書類との照合を行い，必要に

応じ，資料の提出並びに関係職員の説明を求め，計数の正確性，予算の執行状況，事務処理の適

否などについて審査を行った。

審査に付された決算及び付属資料は，いずれも関係法令に準拠して作成されており，計数的にも

会計帳簿・関係証拠書類を照合した結果，正確であり，経営成績及び財政状態を適正に表示してい

るものと認めた。

　以下，水道事業，公共下水道事業の概要については，次のとおりである。

　令和４年５月２０日から令和４年６月６日までの間
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（１）　事業の概要について

　・施設の利用状況（資料第４表参照）

宇土市水道事業会計

100.31

99.69

△ 112

△ 2.8

264

△ 24,820

-

98.72

99.30

100.81

-

97.30

98.73

△ 0.6

△ 0.5

△ 41,634

101.95

△ 40,904

△ 730

13,526

101.29

99.02

98.73

99.30

99.74

2,444

15,126

35,851

89

△ 29

△ 68

40

0.3

△ 0.3 99.65

188,735

286.7

8,848

9,749

10,948

11,045

3,558,385

91.5

3,256,614

90.8

27,010

3,229,604

増減（△）
令和２年度

前年度との比較

△ 256

98

△ 217

36,762

86.1

12,830

30,865

100.66

99.39

100.63

99.30

指数（％）

100.35

15,517

△ 95

100

84.8

15,615

36,506

令和３年度単位

戸

㎥

㎥

個

％

人

3,188,700

3,533,565

35,634

％

戸

㎥

％

㎥

13,790

84.5

86.4

12,870

30,770

15,226

行 政
区 域 内

人 口

有収水量

配 水 量

戸 数

人 口

戸 数

無収水量

配 水 量

人 口

戸 数

１ 日 平 均

配 水 管 延 長

１ 日 配 水 能 力

人 口

(B)

有収水量

(A)

10,919

11,134

人

ｍ

ℓ

㎥

㎥

戸

人

㎥

㎥

％ 91.0

3,214,980

90.2

26,280

　水道事業の施設効率を判断する施設利用率，負荷率，最大稼働率（いずれも値の高い方が良い）を

見ると，施設利用率は８６．９５％で前年度に比べ下落している。施設利用率は負荷率と最大稼働率に

分解することができるが，負荷率は８８．６６％，最大稼働率は９８．０７％と下落している。１日配水能力

が増加したことや１日平均配水量，１日最大配水量が共に減少したことによるものである。

　また，固定資産使用効率（値は大きい方が良い）は１１．９８で前年度に比べわずかに下落している。

191,179

283.9

8,736

9,681

水道事業の概要は次のとおり，給水人口３０，７７０人，給水戸数１２，８７０戸で，前年度と比較すれ
ば，９５人減，４０戸増となり，普及率は人口で８６．４％，戸数で８４．５％となっている。年間配水量は
３，５３３，５６５㎥，年間有収水量は３，１８８，７００㎥で，共に前年度に比べ減少している。その結果，
有収率は９０．２％で，前年度に比べ減少している。

１ 日 最 大 配 水 量

D÷A

有 効 率

(D)=B+C

有効水量

給 水
区 域 内

現 在 給 水

普 及 率

量 水 器 設 置 数

年　　間

B÷A

有 収 率

(C)

種　　　　別

戸 数

１人１日平均有収水量
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15,863,235 2.23

材 料 売 却 原 価

100.00

計 712,217,283 100.00

加 入 金 10,065,000 1.41

過 年 度 損 益 修 正 益 2,040 0.00

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0.00

賞 与 引 当 金 戻 入 0

手 数 料

5.71

構成比

修 繕 費

動 力 費

4.96

0.181,248,000

工事負担金長期前受金戻入 831,287

37,950,414 6.09

0.22

612,700 0.09

他 会 計 補 助 金

県補助金長期前受金戻入 1,234,284 0.17

35,299,595

623,168,881

3.07

21.15

7.90

受 水 費 42.71

131,780,420

8.40

その他資本剰余金長期前受金戻入 10,135,000 1.42

計

他 会 計 負 担 金

0.00

0.12

受贈財産評価額長期前受金戻入 439,550 0.06

国庫補助金長期前受金戻入 そ の 他

4.75

266,194,500

49,269,376

29,604,407

34,700

0.00

0.00

1,358,874 0.19

減 価 償 却 費

1,353,407

19,117,380企 業 債 利 息雑 収 益

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

材 料 売 却 収 益

6,578

（２）　予算の執行状況について（資料第１表参照）

決 算 額

0.43

構成比

52,333,883

職 員 給 与 費

委 託 料

35,565,094

決 算 額

632,002,040

3,084,400

収益的収入・・・

収益的支出・・・

予算現額７１２，０３２，０００円に対し，決算額は７１２，２１７，２８３円（収入率１００．０

３％）で１８５，２８３円の増となっている。これを決算額について前年度と比較してみれ

ば２，４１９，０３５円の収入増である。

予算現額６５３，３５２，０００円に対し，決算額は６２３，１６８，８８１円（執行率９５．３

８％）で３０，１８３，１１９円の不用額（内訳は営業費用２５，６９０，３６９円，営業外費用

２，２０３，１２０円，特別損失２８９，６３０円，予備費２，０００，０００円）となっている。これ

を決算額について，前年度と比較してみれば３，６０２，４３６円の支出減である。

（単位：円,％）

88.74

　イ．収益的収入及び支出(消費税込み)

次に，収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の決算状況は次のとおりであり，事業収益

においては水道料金収入が決算額の８８．７４％を占め，事業費用では受水費４２．７１％，減価償却費２

１．１５％，委託料８．４０％等となっている。

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 科 目

水 道 料 金
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設備拡張費

設備改良費

－

19.75

企 業 債 償 還 金

0

38,300,000 74.64

雑 支 出

補 助 金

科                目

予算現額１４９，９３７，０００円に対し，決算額は５１，３１４，２４２円（収入率３４．２２％）

で９８，６２２，７５８円の減となっている。これを決算額について，前年度と比較してみ

れば３４，２５８，３１６円の収入増である。

資本的収入・・・

企 業 債

出 資 金

構 成 比（％）

本年度資本的収入及び支出の決算状況は次のとおりである。

建 設 改 良 費

240,432,578

42.33101,775,332

100.00

51,184,785

47,516,461

－

支
 
 
 
 

出

予 備 費

100.00

－

－

収
 
 
 
 

入

加 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計

0

10,135,000

計

営業設備費 1,656,000

0

0

51,314,242

0

災害復旧費 38,300,000

57.67138,657,246

負 担 金 2,879,242 5.61

－

備        　　　　 　考

　ロ．資本的収入及び支出(消費税込み)

（単位：円,％）

決　算　額

資本的支出・・・予算現額３６９，７３７，０００円に対し，決算額は２４０，４３２，５７８円(執行率６５．０
３％)，翌年度への繰越額９８，１０２，０００円，不用額３１，２０２，４２２円となっている。
不用額の内訳は，建設改良費２９，２０１，７５４円，企業債償還金６６８円，予備費２，０
００，０００円である。決算額について， 前年度と比較してみれば６６，４２８，８３１円の
支出増である。
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　　※　上記は,平成２９年度を１００と定め,令和３年度までの指数を挙げたものである。

次に，水道事業の経済性を総合的に評価するための経営比率を算した（表－２）を見ると，経営資

本営業利益率は，０．６％から０．７％に増加している。経営資本営業利益率は経営資本回転率と営

業収益営業利益率に分解することができる。経営資本回転率は前年度と同じ０．２回，営業収益営業

利益率は３．８％から４．３％と増加している。

資料第４表を見ると，供給単価（１㎥当たりの収益）は１８０．３２円で前年度に比べ増加，給水原価

（１㎥当たりの費用）は１７１．２１円で増加している。料金回収率（供給単価÷給水原価×１００）は，１０

５．３％と１００％を超えており，水道料金収入で給水に係る費用を賄うことができている。

また，総収支比率は１１２．９４％，営業収支比率は１０４．５１％で，共に前年度に比べ増加し，引き

続き１００％以上となっている。

②人件費と労働生産性について

水道事業の人件費は（表－３）を見ると，前年に比べ３，４４２，７９８円増加し，人件費の総費用に占

める割合は６．２４％と前年度５．６３％に比べ０．６１％増加している。

給水収益に対する人件費の割合は，６．２５％で前年度５．６８％に比べ増加している。

また，水道事業の労働生産性を示す指標を算出した（表－４）を見ると，職員１人当たりの給水量は

前年度に比べ減少し，営業収益は増加している。全国指標（令和元年度の水道統計）と比較すると，

全国より高い数値となっている。

令和３年度 651,016,230 131.40 576,448,428 127.53 74,567,802

令和２年度 650,094,376 131.22 577,573,985 127.78 72,520,391

令和元年度 499,795,969 100.88 407,731,442 90.20 92,064,527

平成３０年度 504,756,901 101.88 414,194,666 91.63 90,562,235

（３）　経営状況について（資料第2表参照）

①経営成績について

本年度は，総収益６５１，０１６，２３０円に対し，総費用５７６，４４８，４２８円で，差引純損益は７４，５６

７，８０２円の黒字決算となっている。

総収益を見ると，営業収益の増加により，前年度に比べ９２１，８５４円（０．１４％）の増加となってい

る。

総費用を見ると，営業費用と営業外費用の減少により，前年度に比べ１，１２５，５５７円（０．１９％）の

減少となっている。

　平成２９年度から令和３年度までの５年間の経営成績の推移は（表－１）のとおりである。

令和２年度以降，簡易水道事業分の補助金が営業外収益に計上されている。

　　(表-1) (単位：円,％）

平成２９年度 495,430,435 100.00 452,008,873 100.00 43,421,562

       　　　　     区 分

　 年 度

総　　収　　益 総　　費　　用 損　　益

金　　額  指   数 金　　額 指   数 金　　額
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: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

職員1人当たり給水人口
5,144 5,128 △ 16

（人）

職員1人当たり営業収益
96,257,095 96,659,519 402,424

（円）
72,765,945

3,617

職員1人当たり給水量
593,064 588,928 △ 4,136

（㎥）

(表-4)

比　　率　　名

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(R３－R２)R２
(給水人口30,865人)

R３
(給水人口30,770人)

479,033

R１水道統計
(給水人口3万人～

5万人未満)

総 費 用 ( 円 ） 577,573,985 576,448,428 △ 1,125,557

人件費 ／総費用（％） 5.63 6.24 0.61

人件費 ／給水収益（％） 5.68 6.25 0.57

給 水 収 益 ( 円 ） 571,805,099 574,993,120 3,188,021762,698,528

10.51

人 件 費 ( 円 ） 32,501,260 35,944,058 3,442,798

(表-3)

比　　率　　名

宇  土  市  水  道  事  業
比　　較

(R３－R２)R２
(給水人口30,865人)

R３
(給水人口30,770人)

80,162,087

R1水道統計
(給水人口3万人～

5万人未満)

R２経営資本 3,719,027,378 R３経営資本 3,756,297,920

R２営業収益 577,542,568 R３営業収益 579,957,111

3.8 4.3
営業収益

R２営業利益 22,047,465 R３営業利益 25,038,427

営業収益営業利益率(%)
営業利益

× 100 △ 4.3

0.7
経営資本

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )
営業収益

0.2 0.2

経営資本営業利益率(%)
営業利益

× 100 0.6

経営資本

△ 0.3

0.1

(表-2)

比　　率　　名 算　　式

宇  土  市  水  道  事  業

R２
(給水人口30,865人)

R３
(給水人口30,770人)

R１水道統計
(給水人口3万人～

5万人未満)

6



計

52,544,134

43,851,254

本年度末の内容については次のとおりである。 （単位：円）

本年度末の内容については次のとおりである。 （単位：円）

本年度末の内容については次のとおりである。 （単位：円）

998,7350

その他未収金

908,280

年　　　度

令和３年度分

過  年  度  分

合　　　計

水 道 料 金

16,989,610 0

△ 5,350,661

34,869,950

998,735

6,188,228

△ 5,350,661

6,100,294

117,361,392

47,447,538

3,834,393

13,113 117,718,463

2,534,811

476,000

155,770,896 957,348 1,777,616,856

48,293,635

65,283,245

営業外未収金

34,869,950

11,125,693

0

756,491,071

0

96,395,388

0

1,592,854

貸 倒 引 当 金

684,574

0

0

◎　有形固定資産・・・

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが，主な科目の異動状況を見てみると次のとお

りである。

　イ　固定資産

0

5,166,660826,111 4,724,470

94,703,755

累  計

0 2,481,842

131,780,420

年度末償
却未済高

2,948,646,669

令和4年3月31日
現    在

2,658,678,231

1,209,511

25,054,778

1,894,287,718

減少額

0

2,735,251,228

減　少

70,811,935

増加額

令和3年3月31日
現    在

383,921

690,530

2,604,174,451 703,643

※年度末償却未済高　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

前年度９６，３１５，８３２円に対し本年度は９６，３９５，３８８円で７９，５５６円の増と

なっている。

◎　未収金・・・・・・

　ロ　流動資産

区　　分

0 0 0

0

機械及
び装置

744,864,575

令和3年度中の増減

増　加

1,696,624

当　年　度

52,969

1,029,826

減価償却累計額

土  地

構築物 4,398,152,401

1,700,920

前年度６，１８８，２２８円に対し本年度は６，１００，２９４円で８７，９３４円の減

となっている。

◎　貯蔵品・・・・・・・・・

減少額増加額

工具器具

及び備品

車両及び
運搬具

建　設
仮勘定

23,367,455 24,080,083

2,668,223 1,076,099

11,639,609

0 69,115,311

0

資産の
種　類

当  年  度
年度当初
現在高

14,960,086 0 0 10,095,867

35,400

95,866,713 0

873,768,934

年度当初
現在高

94,703,755

建  物

（４）　財政状態について（資料第３表参照）

前年度２，８９９，３１３，１１６円に対し本年度は２，９４８，６４６，６６９円で４９，

３３３，５５３円の増となっている。

合  計 5,503,487,567 181,403,078 992,748

量 水 器

材 料

そ の 他

計 6,425,390 6,513,324

1,346,664 4,717,6384,363,382

0 0

00
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自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）

前年度と同額の２，４１３，０００円となっている。

　ト　剰余金

　ヘ　資本金・・・・・・・・・

(表-5)

R３

437.37

前年度１０１，７７５，３３２円に対し，本年度１１５，８６５，２８８円で１４，０８９，９

５６円の増となっている。

◎　企業債・・・・・・・・・

  ニ　流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・

◎　未払金・・・・・・・・・

前年度と同額の１，６４３，８９８，４５１円となっている。

◎　引当金・・・・・・・・・

　ホ　繰延収益

◎長期前受金・・・・・・

◎　その他流動負債・・

◎　利益剰余金・・・・・

◎　資本剰余金・・・・・

流 動 比 率 （ ％ ）

134.27

算　　式

流動負債

流動資産

自己資本金＋剰余金

負債資本合計

固定資産

自己資本金＋剰余金
136.66

×１００

×１００

×１００

489.41

R２

56.69 57.74

  ハ　固定負債

前年度６６６，３４０，６００円に対し，本年度７３５，８７５，６６７円で６９，５３５，０
６７円の増となっている。内訳は長期前受国庫補助金３６８，３４８，７１８円，
長期前受他会計補助金１０，１３５，０００円，長期前受その他補助金９，６８
７，１９２円，長期前受工事負担金１０２，７４７，２５１円，長期前受受贈財産
評価額７５，５９０，８３５円，その他長期前受金１６９，３６６，６７１円である。

前年度２４，７３７，６５０円に対し，本年度３４，５９７，０６９円で９，８５９，４１９

円の増となっている。内訳は営業未払金２２，６６４，９３６円，その他未払金１

１，９３２，１３３円である。

前年度４３，３０５，３２０円に対し，本年度４２，５９５，８７０円と７０９，４５０円の

減となっている。

比　　率　　名

　次に，財政状態を示す財務比率は（表－５）のとおりである。

財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で，より高い方が安全）は４３７．３７％で，前年度より

減少しているが，財務の安全性（短期の支払能力）は高い状況を示している。ただ，流動資産の中

に債権回収が非常に困難な過年度未収金４８，２９３，６３５円が含まれていることに留意する必要が

ある。

財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全）は５７．７４％で，年々増加しているもの

の，まだ低い状態である。

固定比率（１００％以下であると安全）は１３４．２７％で前年に比べ減少している。まだ１００％以上

となっており，固定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況が続いている。

固 定 比 率 （ ％ ）

前年度と同額の１３，５４７，１２８円となっている。

当年度未処分利益剰余金は， 前年度からの繰越分３９８，３８０，９７０円に

当年度純利益７４，５６７，８０２円を加算した４７２，９４８，７７２円となってい

る。なお，積立金については， 減債積立金１６，７８９，８８０円，建設改良積

立金４９，０００，０００円である。

前年度８５３，８２８，１０１円に対し，本年度７７６，２６２，８１３円で７７，５６５，２

８８円の減となっている。
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（５）　む　す　び

令和３年度水道事業の総収益は，６５１，０１６，２３０円で，前年度に比べ９２１，８５４円増加し

ている。総収益の８８．３２％を占める営業収益の給水収益（水道使用料）は３，１８８，０２１円増

加している。総費用は５７６，４４８，４２８円で，前年度に比べ１，１２５，５５７円減少している。総

費用に占める主な経費の割合は，受水費（４１．９８％），減価償却費（２２．８６％），委託料（８．

４４％），動力費（７．７７％），職員給与費（６．２４％），修繕費（４．７４％），支払利息（３．３２％）

等となっている。

総収益と総費用の差引純利益は，７４，５６７，８０２円の黒字で，前年度に比べると２，０４７，４

１１円，２．８２％増加している。

水道事業本来の営業利益で見ると，２５，０３８，４２７円の黒字となっているが、営業収益営業

利益率は４．３％で，前年度に比べると増加しているものの，平成３０年度や令和元年度の二桁

数値から，営業利益が極めて少なかった平成２９年度以前の一桁数値に戻ってしまっている。

また，非現金収益である長期前受金戻入という営業外収益があるために，経常利益と純利益

の黒字幅が膨らんでいることも留意しておく必要がある。引き続き水道使用量の増収と営業費

用の削減に努められたい。

　決算全体を通じて，水道事業の課題としては，次のとおりである。

給水人口は，３０，７７０人で前年度に比べ減少し，水道普及率（人口）は８６．４％となってい

る。引き続き給水人口の増加に努められたい。

有収率（配水される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は，９０．２％と減少

している。今後も漏水防止対策を確実に実施し，有収率の向上に努められたい。

水道料金の滞納額は，６５，２８３，２４５円と依然として多額であり，また，滞納額の一部は不納

欠損処分により２，９９０，１７０円が債権放棄されている。きちんと納めている市民との負担の公

平，更には収入の確保を図るために，担当職員は，まず滞納者との早期接触を確実に実施す

るとともに，滞納額回収に当たっては，滞納者に対する督促，催告・給水停止予告通知・給水

停止等を地道に繰り返し，繰り返し徹底されたい。

本市水道は，市内水源の取水量だけでは足りず，上天草・宇城水道企業団から１日５，１００

㎥の水を購入して，市民の１日の給水量を確保している。そのため，水購入の受水費用は２億

４千万余円と，総費用の約４２％に上っている。市民・企業の水需要等を十分注視されたい。

配水管改良工事等の建設改良費は１３８，６５７，２４６円で，毎年多額である。水道創設から５

０年以上経過し、老朽化した水道施設の建設改良費の増加は避けられない状況になってい

る。有収率，有効率が低下しないよう，今後も計画的な整備更新に取り組まれたい。

　今後とも安心，安全はもちろん，安定・安価な水の供給に努めていただきたい。
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資料第１表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比 金　　額

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表
(単位：円，％）

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

令　和　３　年　度　　（Ａ) 令　和　２　年　度　　（B) 前年度に対する決算対比

予　算　現　額 決　　　算　　　額

構成比 金　　額 構成比 予算対比 増　　減 割　　合

予　算　現　額 決　　　算　　　額 (A-B) (A/B)

営業収益 641,996,000 90.16 637,092,714 89.45 99.24 602,984,000

100.00 100.03 668,311,000事業収益 712,032,000 100.00 712,217,283

90.23 634,470,620 89.39 105.22 2,622,094 100.41

106.21 2,419,035 100.34100.00 709,798,248 100.00

特別利益 1,000 0.00 2,040 0.00 204.00 11,000

10.55 107.26 65,316,000営業外収益 70,035,000 9.84 75,122,529

0.00 420,000 0.06 3818.18 △ 417,960 0.49

114.68 214,901 100.299.77 74,907,628 10.55

△ 3,602,436 99.43

営業費用 616,230,000 94.32 590,539,631 94.77 95.83 618,993,000 93.96

95.38 658,799,000 100.00 626,771,317 100.00 95.14事業費用 653,352,000

99.83

営業外費用 34,122,000 5.22 31,918,880 5.12 △ 2,663,731 92.3034,582,611 5.52 94.2293.54 36,706,000 5.57

100.00 623,168,881 100.00

591,568,546 94.38

620,160 0.10 56.38 90,210

95.57 △ 1,028,915

114.55

予備費 2,000,000 0.31 0 0.00 0 -2,000,000 0.30 0 0.00 0.00

特別損失 1,000,000 0.15 710,370 0.11 71.04 1,100,000 0.17

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 149,937,000 100.00 51,314,242 100.00 34.22

0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

出資金 0 0.00 0 0.00 -

加入金 0 0.00 0 0.00 -

300.86

企業債 133,200,000 88.84 38,300,000 74.64 28.75 56,200,000 78.19 2,800,000

71,877,000 100.00 17,055,926 100.00 23.73 34,258,316

16.42 4.98 35,500,000 1,367.86

-

補助金 10,136,000 6.76 10,135,000 19.75 99.99 8,476,000 11.79 8,786,000

0 0.00 0 0.00 - 0

51.51 103.66 1,349,000 115.35

-

負担金 6,601,000 4.40 2,879,242 5.61 43.62 7,201,000 10.02 5,469,926

0 0.00 0 0.00 - 0

32.07 75.96 △ 2,590,684 52.64

固定資産売却代金 0 0.00 0 0.00 - -

支

出

資本的支出 369,737,000 100.00 240,432,578 100.00 65.03 303,270,000 100.00

0 0.00 0 0.00 - 0

174,003,747 100.00

52.13 203,970,000 67.26

57.38 66,428,831 138.18

建設改良費 265,961,000 71.93 138,657,246 57.67 61,951,336 180.7676,705,910 44.08 37.61

97,297,837 55.92 99.99 4,477,495 104.60

雑支出 0 0.00 0 0.00

企業債償還金 101,776,000 27.53 101,775,332 42.33 99.99 97,300,000 32.08

0 0.00 0.00 0 -

0 -

予備費 2,000,000 0.54 0 0.00 0.00 2,000,000 0.66

- 0 0.00 0 0.00 -

10



資料第2表

営 業 外 損 益 （ ３ － ４ ） 50,174,347 50,617,697 △ 443,350-  -  99.12

固 定 資 産 売 却 益 0 0 -0.00 0.00 0

(単位：円，％）損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分
科　　目　　別

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

４．営　　業　　外　　費　　用

５．特　　別　　利　　益

６．特　　別　　損　　失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

２．営　　業　　費　　用

３．営　　業　　外　　収　　益

１．営　　　業　　　収　　　益

25,038,427 22,047,465
1,988,100
1,238,424

127,667,014

555,495,103
4,963,991

0

398,380,970
472,948,772

1,940

0

646,912

289,105

0.00 420,000 0.06

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ）
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ）

過 年 度 損 益 修 正 益 1,940

0.31

-  
0.00

0.00

0.11

100.00

75,212,774

646,912
651,016,230

74,567,802

0.00

4.94

3.63
3.32

564,771

0

420,000
72,665,162

0

0.10

0.00

0.06
-  

114.54
100.14921,854100.00650,094,376100.00

0.11 564,771 0.10 82,141

577,573,985 100.00 △ 1,125,557 99.81
102.822,047,411-  72,520,391-  

-  325,860,579 -  72,520,391 122.26
118.7274,567,802-  398,380,970-  

114.54

-

0.46
103.51

-1,765,452

2,547,612
△ 418,060

0

82,141

△ 418,060 0.46

98.51
113.57
68.08
23.34

103.22
△ 949,319
△ 634,693
2,990,962

△ 1,074,629

4,113,406

97.07
21,514,111
21,514,111

81.46
105.16
99.73

△ 284,000

△ 631,279
△ 2,396,731

△ 18
1,578,770

3.72
3.72 88.86

0.24
4.70
0.00

30,570,475
6,596

11.10
-  

45,620,889

0.34
0.21

22.11

1,532,000

72,131,808

89.08

96.26
65.63
7.49

22.86
0.05
0.23

-  
10.92
0.00

0.76
0.00

0.19

554,918,684
378,302,708

96.18
86.52

-
100.56

7.90
65.62

88.32
0.00

99.82
99.90△ 576,419

3,188,021
0

△ 773,4780.88

378,980,676
94.6843,193,044

計

金 額

そ の 他 の 営 業 費 用
資 産 減 耗 費
減 価 償 却 費
総 係 費

579,957,111

原 水 及 び 配 水 費

6,578
71,057,179

1,353,407

574,993,120

131,780,420

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金
雑 収 益 32,149,245

そ の 他 雑 支 出
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

1,765,452
19,117,380
20,882,832

1,248,000

576,448,428

令　和  ３  年　度　　（A) 令　和　２  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ）

各 種 引 当 金 戻 入

営 業 利 益 （ １ － ２ ）

そ の 他 の 営 業 収 益
受 託 工 事 収 益
給 水 収 益

A / B増 減構成比金 額構成比
100.422,414,543

87.96
88.84577,542,568

△ 677,968
△ 2,427,845

571,805,099
0

5,737,469

長 期 前 受 金 戻 入
加 入 金

28,503,356 4.38 28,472,737 4.38 30,619 100.11
9,150,000 1.41 11,550,000 1.78 △ 2,400,000 79.22
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資料第3表

0.00

49,000,000

43.22

△ 2.63

12.43 398,380,970 10.64 74,567,802 118.72

14.16 464,170,850 12.40 74,567,802 116.06

0.44 16,789,880 0.45 0 100.00

-00.000

100.00

　イ．減債積立金 16,789,880　ロ． その他企業債 16,767,979 0.44 15,665,428 0.42

(1) 企　業　債 115,865,288 3.04 101,775,332 2.72 14,089,956 113.84
　ハ．当年度未処分
　　　　 利益剰余金

472,948,772

1,102,551 107.04

113.4923,239,925４．流　動　負　債 195,471,227 5.13 172,231,302

(1) 企　業　債 776,262,813 20.41 853,828,101 22.82 △ 77,565,288 90.92

(2) 利益剰余金 538,738,652

0

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 759,494,834 19.97 838,162,673 22.40 △ 78,667,839 90.61

貸 借 対 照 表 比 較 表

                 区　　分
科　　目

令 和 ３ 年 度 （A)

金　　額

　イ． 電話加入権

2,948,814,181

2,948,646,669

94,703,755

3.09

１．固　定　資　産

(１) 有形固定資産

　イ． 土　　　　　　地

　ロ． 建　　　　　　物

　ハ． 構　　築　　物

　ニ． 機械及び装置

令 和 ２ 年 度 （B)

金　　額 構成比

2,899,480,628

2,899,313,116

94,703,755

26,751,402

2,620,535,545

2.49

(単位：円，％)

3,834,393

47,447,538

167,512

167,512

128,904,359

186,381

4,864,219

23,367,455

167,512

167,512

0.13

0.01

3.44

70.02

0.72

2.53

77.47

77.48 49,333,553

0.62

0

101.7049,333,553

854,931,277

752,435,595

96,395,388

(1) 現　金　預　金

(2) 未　　収　　 金

22.48

構成比

77.52

77.52

25,054,778

2,658,678,231

117,718,463

0.66

69.90

0.10

1.25

0.00

0.00

842,914,205

(3) 貯　　蔵 　　品

資　産　合　計

３．固　定　負　債

　ホ． 車両及び運搬具

　ヘ．工具器具及び備品

　 ト． 建設仮勘定

(2) 無形固定資産

２．流  動  資  産

3,803,745,458

776,262,813

6,100,294

1,209,511

740,410,145

96,315,832

6,188,228

2.53

0.17

3,742,394,833

853,828,101

100.00

20.41

0.03

19.78

22.82

100.00

0.17

2.57

19.78

22.52

0.01

0.01

100.00

0

12,017,072

12,025,450

79,556

△ 87,934

61,350,625

△ 77,565,288 90.92

101.64

98.58

100.08

101.62

101.43

100.00

0

101.70

　ハ．負　担　金

　ニ．加　入　金

100.00

203.05

78.83

648.95

91.32

101.46

93.66

(1) 長期前受金

　イ．受贈財産評価額

　ロ．国庫補助金

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

　イ． 賞与引当金

△ 1,696,624

38,142,686

△ 11,185,896

1,023,130

△ 1,029,826

83.34△ 402,000

106.91

24,080,083

　ロ．法定福利引当金 

(4) その他流動負債

402,000

0.062,413,0000.062,011,000

402,000 0.01 0 0.00

100.00

115.61

139.869,859,419

552,285,780

43.93

△ 1.92

41,108,18615.89

2,413,000 0.06 0 100.00

△ 71,621,599

114.08

100.12

負　債　合　計

６．資　本　金

７．剰　余　金

(1) 資本剰余金

114,167,839

1,697,449

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債

　ロ． その他企業債

５．繰　延　収　益

　　長期前受金
　　収益化累計額

735,875,667

△ 100,048,480

1,607,561,227

19.35 666,340,600 17.81 69,535,067 110.44

0.05

2,413,000

34,597,069

13,547,128

100.0010,505,128

0 0.00 -0

0

0 0.00

0

A / B

令 和 ３ 年 度 （A) 令 和 ２ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

△ 13,217,177 99.18

0 100.00

139.69△ 28,426,881

43.31

98.36△ 709,4501.16

金　　額 構成比 金　　額 構成比

1,643,898,451

42.26 1,620,778,404

-

1,643,898,451

14,087,981

増　減　額

74,567,802

0

3,042,000

0.28

0.36 13,547,128

12.76477,717,97814.52

1,975

0.6624,737,6500.91

0.06

4.60 1.29 1.31

前 年 度 と の 比 較

増　減　額 A / B

                 区　　分
科　　目

0.08

0.36

10,505,128

3,042,000 0.08

0.28

43,305,3201.1242,595,870

635,827,187 16.72 594,719,001

3.00

0.04

100,079,858

1,695,474

2.67

負 債 資 本 合 計 3,803,745,458 100.00 3,742,394,833 100.00 61,350,625 101.64

0 100.00　ロ．建設改良積立金 49,000,000
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資料第４表 　

　

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

負 荷 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

×１００施 設 利 用 率 （ ％ ）

最 大 稼 働 率 （ ％ ）

一 日 配 水 能 力

配 水 管 使 用 効 率 （ ㎥ ／ ｍ ）

11,134

一日平均配水量
×１００

一日最大配水量 10,919

経 費 分 析

算　　定　　基　　礎算　　定　　方　　式

99.12

18.85
3,533,565

191,179

10,919

配　 水　 量

配水管延長

×１００

×１００
9,681

一日平均配水量

11,134

9,681

職 　　　 員  　　　数

3,188,700

一日最大配水量
×１００

545,944,753

×１００

×１００

総 　収 　益

給  水  収  益

有  収  水  量

配  　水  　量

有形固定資産 294,865

3,533,565

554,918,684

3,188,700

86.95

98.07

職員一人当たり営業収益（千円）

固 定 資 産 使 用 効 率 （ ㎥ ／ 万 円 ）

供 給 単 価 （ 円 ／ ㎥ ）

給 水 原 価 （ 円 ／ ㎥ ）

総 収 支 比 率 （ ％ ）

96,660

×１００

営 業 収 支 比 率 （ ％ ）

×１００

579,957,111

営 業 費 用

6

579,957営　　業　　収　　益

令和元年度

年　　度　　別　　比　　較

89.27

78.93

149.99

168.44

12.77

22.01

令和２年度

18.48

11.98

180.32

171.21

89.05

88.27

令和３年度

112.94

104.51

112.56

103.97

88.4188.66

169.23

96,257 90,453

116.77

122.58

12.27

177.05
574,993,120

×１００

総 　費 　用

営 業 収 益

576,448,428

651,016,230

{経常費用（営業費用＋営業外費用）
－（受託工事費＋材料及び不用品売却

原価＋附帯事業費）－長期前受金戻入}÷年間
有収水量
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（１）　事業の概要について

宇土市公共下水道事業会計

令和３年度の下水道事業の概要は次のとおり，水洗化処理戸数は１１，２２２戸，同人口は２６，６５５

人で，前年度と比較すれば１４４戸増加し，１２人減少している。普及率は戸数で９５．３％，人口で９

５．４％といずれも前年度に比べ増加している。年間総処理水量は４，８６６，９６０㎥，年間有収水量は

３，６１４，９６２㎥で，共に前年度に比べ減少している。その結果，有収率は７４．３％と前年度に比べ

１．２０％増加している。

種　　　　別 単位 令和３年度 令和２年度
前年度との比較

増減（△） 指数（％）

99.30

戸 数 戸 15,615 15,517 98 100.63

行 政
区 域 内

人 口 人 36,506 36,762 △ 256

99.69

戸 数 戸 11,771 11,658 113 100.97

処 理
区 域 内

人 口 人 27,931 28,017 △ 86

99.96

戸 数 戸 11,222 11,078 144 101.30

水 洗 化
処 理

人 口 人 26,655 26,667 △ 12

100.21

戸 数 ％ 95.3 95.0 0.30 100.32
普 及 率

人 口 ％ 95.4 95.2 0.20

年　　間

総処理水量
㎥ 4,866,960 4,972,680 △ 105,720

無収水量
㎥ 1,251,998 1,336,690

97.87
(A)

有収水量
㎥ 3,614,962 3,635,990 △ 21,028 99.42

(B)

△ 84,692 93.66
(C)=A-B

有 収 率
％ 74.3 73.1 1.20 -

B÷A

１ 日 最 大 処 理 水 量 ㎥ 13,830 14,480 △ 650 95.51

計画１日最大処理能力 ㎥ 15,375 15,375 0 100.00

97.87

有収水量 ㎥ 9,904 9,962 △ 58 99.42
１ 日 平 均

処理水量 ㎥ 13,334 13,624 △ 290

　　・施設の利用状況(資料第８表参照)

下水道事業の施設効率を判断する施設利用率，負荷率，最大稼働率（いずれも値の高い方が良

い）を見ると，施設利用率は８６．７３％で前年度に比べ減少している。施設利用率は負荷率と最大稼

働率に分解することができるが，１日最大処理水量が減少したことにより負荷率は９６．４１％で増加，

最大稼働率は８９．９５％で減少している。

　能動的な下水道事業と言われるためには，負荷率を可能な限り１００％に近づける必要がある。

下 水 道 管 路 延 長 ｍ 146,155 145,044 1,111 100.77

１人１日平均有収水量 ℓ 371.6 373.6 △ 2.0 99.46
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（２）　予算の執行状況について(資料第５表参照)

　イ．収益的収入及び支出(消費税込み)

収益的収入・・・予算現額１，００９，５９４，０００円に対し,決算額は１，０１２，３５３，５９９円（収入率１０

０．２７％)で２，７５９，５９９円の増となっている。これを決算額について前年度と比較し

てみれば２４，８７１，７６０円の収入減である。

収益的支出・・・予算現額１，００３，４８３，０００円に対し，決算額は８９８，１６５，５０８円（執行率８９．５

０％）で不用額１０５，３１７，４９２円(内訳は営業費用１０１，５１０，１２２円，営業外費用

２，３３３，４５０円，特別損失９２０円，予備費１，４７３，０００円）となっている。これを決

算額について前年度と比較してみれば６，３５５，９３６円の支出減である。

次に本年度収益的収入（事業収益）及び収益的支出（事業費用）の決算状況は次のとおりであり，事業

収益においては，一般汚水収益（下水道使用料）が決算額の４９．４９％を占め，以下，長期前受金戻入

２６．４２％，他会計補助金１６．４９％等となっている。また，事業費用では減価償却費５８．４４％，委託料

２０．６７％，企業債利息５．７７％等となっている。

（単位：円,％）

事 業 収 益 事 業 費 用

科 目 決 算 額 構成比 科 目 決 算 額 構成比

負 担 金 76,709,557 7.57 委 託 料 185,685,178 20.67

一 般 汚 水 収 益 501,021,840 49.49 職 員 給 与 費 38,573,242 4.29

受取利息 及び配当金 0 0.00 光 熱 水 費 1,035,178 0.12

そ の 他 営 業 収 益 281,100 0.03 修 繕 費 19,565,113 2.18

補 助 金 0 0.00 企 業 債 利 息 51,836,550 5.77

他 会 計 補 助 金 166,903,000 16.49 動 力 費 44,882,048 5.00

雑 収 入 0 0.00 手 数 料 521,714 0.06

長 期 前 受 金 戻 入 267,438,002 26.42 減 価 償 却 費 524,864,096 58.44

計 1,012,353,599 100.00 計 898,165,508 100.00

特 別 利 益 100 0.00 そ の 他 31,202,389 3.47
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本年度資本的収入及び支出の決算状況は次のとおりである。 （単位：円,％）

科                目 決　算　額 構 成 比 備        　　　　 　考

　ロ．資本的収入及び支出（消費税込み）

資本的収入・・・予算現額６００，２３８，９４６円に対し，決算額は２０１，７７６，９９６円（収入率３３．６

２％）で３９８，４６１，９５０円の減となっている。これを決算額について前年度と比較し

てみれば８３，０９１，７４２円の収入増である。

資本的支出・・・ 予算現額８７８，９０８，８９２円に対し，決算額は４７８，３５２，７９５円（執行率５４．４３％)

で翌年度への繰越額３７０，９５８，０００円，不用額２９，５９８，０９７円（内訳は建設改

良費２６，５９７，９０３円，企業債償還金１，０００，１９４円，予備費２，０００，０００円）と

なっている。これを決算額について前年度と比較してみれば８９，１８５，８３７円の支出

増である。これは，管渠布設費が６１，７０２，８６９円増加したのが，大きな要因である。

負 担 金 12,572,033 6.23

固 定 資 産 売 却 代 金 0 ―

67,904,963 33.65

加 入 金 0 ―

補 助 金

計 201,776,996 100.00

支
 
 
 
 

出

建 設 改 良 費 163,003,989 34.08

管渠布設費 95,003,003

収
 
 
 
 

入

企 業 債 121,300,000 60.12

出 資 金 0 ―

災害復旧費 32,800,000

企 業 債 償 還 金 315,348,806 65.92

ポンプ場築造費 0

処理場築造費 25,113,000

築造総務費 10,087,986

計 478,352,795 100.00

雑 支 出 0 ―

予 備 費 0 ―
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: 円 : 円

: 円 : 円

: 円 : 円

赤字
経営資本

（３）　経営状況について(資料第６表参照)

経営成績について，本年度は，総収益９６１，４０９，４４２円に対し，総費用８５６，２０７，９７５円

で，差引純利益は１０５，２０１，４６７円となり，前年度に比べ６，４７２，８９５円の減少となっている。

総収益を見ると，営業収益は５２７，０６８，３４０円，営業外収益は４３４，３４１，００２円となってい

る。営業収益の主なものは，下水道使用料４５６，０１４，９４５円（総収益の４７．４３％）と負担金７０，

７７５，０２６円（７．３６％）で，営業収益は下水道使用料が減少したため，前年度に比べ２，５２９，６

７６円の減少となっている。営業外収益の主なものは，長期前受金戻入２６７，４３８，００２円（２７．８

２％）と市補助金１６６，９０３，０００円（１７．３６％）で，営業外収益は市補助金，長期前受金戻入が

減少したため，前年度に比べ２１，６８１，３１３円減少している。

総費用では，営業費用が８０１，１７６，２５７円，営業外費用が５４，０９７，８２５円，特別損失が９３

３，８９３円となっている。営業費用の主なものは，減価償却費５２４，８６４，０９６円（総費用の６１．３

０％），処理場費１９７，５３５，７８６円（２３．０７％），総係費４９，９９６，２４６円（５．８４％）で，営業費

用は減価償却費・資産減耗費等が減少したため，前年度に比べ１２，８６９，２２５円減少している。

営業外費用の主なものは支払利息５１，８３６，５５０円（６．０６％）で，営業外費用は前年度に比べ

５，７１５，３３５円減少している。

営業収益対営業費用比率（資料第８表）は６５．７９％で，営業収益は営業費用を大幅に下回り，

営業損益は２７４，１０７，９１７円の大赤字となっている。大赤字にもかかわらず経常損益及び純損

益が１億円を超える黒字となっているのは，多額の営業外収益，特に長期前受金戻入があるため

である。

次に，下水道事業の経済性を総合的に評価するための経常比率を算した（表－１）を見ると，営

業損益が赤字のため，経営資本営業利益率は赤字となっている。経営資本営業利益率は経営資

本回転率と営業収益営業利益率に分解することができるが，経営資本回転率は０．０５回，営業収

益営業利益率は赤字で，前年度と同じ状況となっている。本市下水道の経済性は低く，営業費用

を営業収益で賄えていない経営状況となっている。

資料第８表を見ると，使用料単価（１㎥当たりの収益）は１４３．０１円，汚水原価（１㎥当たりの費

用）は２３３．９７円で，いずれも前年度に比べ減少している。料金回収率(使用料単価÷汚水原価

×１００)は６１．１２％で１００％を下回っており，汚水に係る費用が下水道使用料だけでは賄いきれ

ず，下水道使用料以外の収入に依存している本市下水道事業の経営状況がここでも窺える。

(表-1)

比　　率　　名 算　　式
宇土市公共下水道事業

R２
(処理人口26,667人)

R３
(処理人口26,655人)

経営資本営業利益率(%)
営業利益

× 100 赤字

赤字
営業収益

経 営 資 本 回 転 率 ( 回 )
営業収益

0.05 0.05
経営資本

営業収益営業利益率(%)
営業利益

× 100 赤字

R２営業収益 529,598,016 R３営業収益 527,068,340

R２営業利益 △ 284,447,466 R３営業利益 △ 274,107,917

R２経営資本 10,746,462,615 R３経営資本 10,447,146,377
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（４）　財政状態について (資料第７表参照)

年度末償
却未済高

増加額 減少額
年度当初
現在高

当　年　度
累  計

　財政状態は貸借対照表で示しているとおりであるが，主な科目の状況は次のとおりである。

　イ　固定資産

◎　有形固定資産・・・ ９，５０９，４９７，５５５円で前年度９，８３５，９５５，７７２円に対し３２６，４５８，２

１７円の減である。

内容については次のとおりである。 （単位：円）

増加額 減少額

土  地 234,050,089 0 0 0 0 0

資産の
種　類

年度当初
現在高

当  年  度 減価償却累計額

0 234,050,089

建  物 360,094,606 0 0 102,090,013 14,336,424 0 116,426,437 243,668,169

構築物 10,536,372,517 117,239,350 0 2,488,967,595 357,182,114 0 2,846,149,709 7,807,462,158

5,585,250 1,373,774,787 1,017,665,005

車　両
及　び
運搬具

0 0 0 0 0 0

機械及
び装置

2,373,242,804 25,677,256 7,480,268 1,226,100,326 153,259,711

0 0

工具器
具及び
備　品

2,840,977 0 0 2,099,107 85,847 0 2,184,954 656,023

建　設
仮勘定

148,611,820 57,899,748 515,457 0 0 0 0 205,996,111

内容については次のとおりである。 （単位：円）

年　　度 下水道使用料 負担金未収金 その他未収金 貸 倒 引 当 金 計

5,585,250 4,338,535,887 9,509,497,555

※年度末償却未済高　＝　年度当初の現在高　+　増加額　-　減少額　-　減価償却累計額の累計

　ロ　流動資産

◎　未収金・・・・・・・・・ ６３，０３５，６１４円で前年度５８，４１２，１１４円に対し４，６２３，５００円の増で

ある。うち下水道使用料にかかる未収金は，３８，５２６，２３９円である。

合  計 13,655,212,813 200,816,354 7,995,725 3,819,257,041 524,864,096

過  年  度  分 24,773,479 0 172,689 △ 3,351,604 21,594,564

令和３年度分 13,752,760 27,273,020 415,270 0 41,441,050

合　　    　　計 38,526,239 27,273,020 587,959 △ 3,351,604 63,035,614
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  ハ　固定負債

◎　企業債・・・・・・・・・ ３，１９３，８８６，２１１円で前年度３，３９２，８２０，０３７円に対し１９８，９３３，８

２６円の減である。

  ニ　流動負債

◎　企業債・・・・・・・・・ ３２０，２３３，８２６円で前年度３１５，３４８，８０６円に対し４，８８５，０２０円の増

である。

　次に，財政状態を示す財務比率（資料第８表参照）は次のとおりである。

財務の安全性を示す流動比率（１００％以上で，より高い方が安全）は３０５．８２％で，前年度に比べ

上昇している。２００％を超え，短期の支払能力は高くなったが，未収金の中には債権回収が非常に

困難な過年度下水道使用料滞納２４，７７３，４７９円が含まれていることに留意する必要がある。

財務の健全性を示す自己資本構成比率（高い方が安全，４０％以上は必要）は３０．３４％で，前年

度に比べ上昇しているが，依然として低い状況にある。

固定資産対長期資本比率（１００％以下であると安全）は１４７．９９％で，前年度に比べ下落している

が，まだ１００％以上となっており，固定資産への投資が自己資本の枠内に収まっていない状況に変

わりはない。

　ヘ　資本金・・・・・・・・・・ 前年度と同額の２，５０４，２１９，３３８円である。

　ト 　剰余金

◎　資本剰余金・・・・・ 前年度と同額の１１６，７１０，４６５円である。内訳は受贈財産評価額９，９４

８，０００円，補助金１０６，７６２，４６５円となっている。

◎　利益剰余金・・・・・ 当年度未処分利益剰余金は，前年度からの繰越利益剰余金５０５，５９８，６

２２円に当年度純利益１０５，２０１，４６７円を加算した６１０，８００，０８９円で

ある。

◎　未払金・・・・・・・・・ ５０，２３８，１４８円で前年度６２，６５２，２８２円に対し１２，４１４，１３４円の減

である。内訳は営業未払金４８，３９５，４１０円，営業外未払金９０８，２８０円，

その他９３４，４５８円となっている。

◎　引当金・・・・・・・・・ ３，４８５，０００円で前年度３，４７８，０００円に対し７，０００円の増である。内

訳は賞与引当金２，８９６，０００円，法定福利引当金５８９，０００円となってい

る。

　ホ　繰延収益

◎　長期前受金・・・・・ ６，０２０，８８６，９６６円で前年度５，８９８，０６１，４７４円に対し１２２，８２５，４
９２円の増である。内訳は国庫補助金長期前受金４，５６４，０２１，８６９円，
他会計補助金長期前受金２８，６７２，１８４円，整備負担金長期前受金４，５
８２，３１８円，工事負担金長期前受金４９８，７１８，４３６円，受贈財産評価額
長期前受金７４９，８４９，９９９円，その他長期前受金１７５，０４２，１６０円と
なっている。
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（５）　む　す　び

令和３年度公共下水道事業の総収益は，９６１，４０９，４４２円で，前年度に比べ２４，２１０，８８９

円減少，総費用は８５６，２０７，９７５円で，前年度に比べ１７，７３７，９９４円減少している。総収益と

総費用の差引純利益は，１０５，２０１，４６７円の黒字で，前年度に比べ６，４７２，８９５円減少してい

る。

下水道事業本来の営業損益は２７４，１０７，９１７円の大赤字で，連年約３億円の大赤字という状

況はそのまま続いている。

経常利益や純利益が１億円を超える黒字となっているのは，営業外収益の長期前受金戻入２６

７，４３８，００２円と市補助金１６６，９０３，０００円があるためである。長期前受金戻入とは，地方公営

企業会計制度の改正により，償却資産の取得に伴い交付される補助金等について，毎年減価償

却見合い分を収益化することになった現金の入金を伴わない非現金収益で，決算書の上だけの

数字であることに留意しておく必要がある。

下水道事業の場合，膨大な雨水処理も含まれ，その処理費用が多額になるため，下水道事業自

体の営業損益を黒字化するのは非常に難しいと言われているが，営業損益の赤字が縮減されるよ

う，引き続き下水道使用料の増収と営業費用の削減に努められたい。

　決算全体を通じて，下水道事業の課題としては，次のとおりである。

水洗化処理普及率は，人口で９５．４％，戸数で９５．３％と前年度に比べわずかに増加してい

る。未接続者への積極的な働きかけを行い，水洗化処理人口の増加に努められたい。

有収率（処理される水量がどの程度収益につながっているかを示す指標）は，７４．３％と前年度

に比べ増加している。有収率の向上に引き続き取り組まれたい。

下水道使用料滞納は３８，５２６，２３９円と多額であり，また，滞納額の一部は不納欠損処分により

１，８９０，０３０円が債権放棄されている。きちんと納めている市民との負担の公平，更には収入の

確保を図るために，担当職員は事務取扱要綱に基づき，滞納者との早期接触を徹底するととも

に，滞納額回収に当たっては，滞納者に対する督促，催告，上水道事業と連携した上水道の給水

停止，預金等財産の差押等を地道に繰り返し，繰り返し実施されたい。

本市下水道は昭和５５年に供用開始され，これまでも汚水処理施設の更新や下水管・ポンプ場

の改修等を行ってきたが，今後も多額の建設改良費が見込まれる。計画的な下水道事業経営に

取り組まれ，安全で快適な市民生活の維持に努められたい。
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資料第５表

金　　額 構成比 金　　額 構成比 予算対比 金　　額

予　　　算　　　決　　　算　　　比　　　較　　　表 (単位：円，％）

大
区
分

収
支
別

　　　　　　 　　区   分
科 目 別

令　和　３　年　度　　（Ａ) 令　和　２　年　度　　（B) 前年度に対する決算対比

予　算　現　額 決　　　算　　　額

構成比 金　　額 構成比 予算対比 増　　減 割　　合

予　算　現　額 決　　　算　　　額 (A-B) (A/B)

営業収益 577,167,000 57.17 578,012,497 57.10 100.15 582,836,000

100.00 100.27 1,027,986,000事業収益 1,009,594,000 100.00 1,012,353,599

56.70 581,389,848 56.05 99.75 △ 3,377,351 99.42

100.90 △ 24,871,760 97.60100.00 1,037,225,359 100.00

特別利益 1,000 0.00 100 0.00 10.00 2,000

42.90 100.44 445,148,000営業外収益 432,426,000 42.83 434,341,002

0.00 0 0.00 0.00 100 -  

102.40 △ 21,494,509 95.2843.30 455,835,511 43.95

△ 6,355,936 99.30

営業費用 926,080,000 92.29 824,569,878 91.81 89.04 914,450,000 92.13

89.50 992,550,000 100.00 904,521,444 100.00 91.13事業費用 1,003,483,000 100.00 898,165,508 100.00

836,051,843 92.43 91.43 △ 11,481,965 98.63

営業外費用 74,903,000 7.46 72,569,550 8.08 4,196,009 106.14

特別損失 1,027,000 0.10 1,026,080 0.11 99.91 500,000 0.05

96.88 75,600,000 7.62 68,373,541 7.56 90.44

96,060 0.01 19.21 930,020 1068.17

予備費 1,473,000 0.15 0 0.00 0 -  

資

本

的

収

入

及

び

支

出

収

入

資本的収入 600,238,946 100.00 201,776,996 100.00 33.62

0.00 2,000,000 0.20 0 0.00 0.00

支

出

収

益

的

収

入

及

び

支

出

収

入

170.01

企業債 359,100,000 59.83 121,300,000 60.12 33.78 142,900,000 67.14 61,500,000

212,831,866 100.00 118,685,254 100.00 55.76 83,091,742

51.82 43.04 59,800,000 197.24

出資金 0 0.00 0 0.00 -  -  

補助金 232,289,946 38.70 67,904,963 33.65 29.23 61,717,866 29.00 40,830,920

0 0.00 0 0.00 -  0

34.40 66.16 27,074,043 166.31

加入金 0 0.00 0 0.00 -  -  

負担金 8,849,000 1.47 12,572,033 6.23 142.07 8,214,000 3.86 16,354,334

0 0.00 0 0.00 -  0

13.78 199.10 △ 3,782,301 76.87

固定資産売却代金 0 0.00 0 0.00 -  -  

支

出

資本的支出 878,908,892 100.00 478,352,795 100.00 54.43 494,643,732 100.00

0 0.00 0 0.00 -  0

389,166,958 100.00 78.68 89,185,837 122.92

建設改良費 560,559,892 63.78 163,003,989 34.08 78,222,743 192.26

企業債償還金 316,349,000 35.99 315,348,806 65.92 99.68 304,974,000 61.66

29.08 187,669,732 37.94 84,781,246 21.79 45.18

304,385,712 78.21 99.81 10,963,094 103.60

雑支出 0 0.00 0 0.00

0 0.00 0.00 0 -  

0 -  

予備費 2,000,000 0.23 0 0.00 0.00 2,000,000 0.40

-  0 0.00 0 0.00 -  
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資料第６表

損　　　益　　　計　　　算　　　書　　　比　　　較　　　表
(単位：円，％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　区　　　　分
科　　目　　別

令　和  ３  年　度　　（A) 令　和  ２  年　度　　（B) 前　年　度　と　の　比　較
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 A / B

１．営　　　業　　　収　　　益 527,068,340 54.82 529,598,016 53.73 △ 2,529,676 99.52
98.64

負 担 金 70,775,026 7.36 66,637,081 6.76 4,137,945 106.21
下 水 道 使 用 料 456,014,945 47.43 462,287,607 46.90 △ 6,272,662

-  
そ の 他 営 業 収 益 278,369 0.03 673,328 0.07 △ 394,959 41.34
受 託 事 業 収 益 0 0.00 0 0.00 0

98.42
管 渠 費 25,982,915 3.03 26,611,704 3.05 △ 628,789 97.64

２．営　　業　　費　　用 801,176,257 93.57 814,045,482 93.15 △ 12,869,225

92.81
処 理 場 費 197,535,786 23.07 180,980,640 20.71 16,555,146 109.15
ポ ン プ 場 費 902,196 0.11 972,090 0.11 △ 69,894

-  
総 係 費 49,996,246 5.84 46,466,140 5.32 3,530,106 107.60
受 託 事 業 費 0 0.00 0 0.00 0

97.88
資 産 減 耗 費 1,895,018 0.22 22,759,478 2.60 △ 20,864,460 8.33
減 価 償 却 費 524,864,096 61.30 536,255,430 61.36 △ 11,391,334

-  
営 業 損 失 （ １ － ２ ） △ 274,107,917 -  △ 284,447,466 -  10,339,549 96.37

そ の 他 営 業 費 用 0 0.00 0 0.00 0

95.25
受 取 利 息 及 び 配 当 金 0 0.00 0 0.00 0 -  

３．営　　業　　外　　収　　益 434,341,002 45.18 456,022,315 46.27 △ 21,681,313

92.92
補 助 金 0 0.00 0 0.00 0 -  
他 会 計 補 助 金 166,903,000 17.36 179,621,000 18.23 △ 12,718,000

96.82
還 付 金 0 0.00 0 0.00 0 -  
長 期 前 受 金 戻 入 267,438,002 27.82 276,214,511 28.02 △ 8,776,509

0.00
４．営　　業　　外　　費　　用 54,097,825 6.32 59,813,160 6.84 △ 5,715,335 90.44

雑 収 益 0 0.00 186,804 0.02 △ 186,804

90.31
雑 支 出 2,261,275 0.26 2,413,179 0.27 △ 151,904 93.71
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 51,836,550 6.06 57,399,981 6.57 △ 5,563,431

94.97
５．特　　別　　利　　益 100 0.00 0 0.00 100 -  

経 常 利 益 （ １ ＋ ３ ） － （ ２ ＋ ４ ） 106,135,260 -  111,761,689 -  △ 5,626,429

-  
そ の 他 特 別 利 益 0 0.00 0 0.00 0 -  
過 年 度 損 益 修 正 益 100 0.00 0 0.00 100

-  
６．特　　別　　損　　失 933,893 0.11 87,327 0.01 846,566 1069.42

貸 倒 引 当 金 戻 入 0 0.00 0 0.00 0

-  
過 年 度 損 益 修 正 損 933,893 0.11 87,327 0.01 846,566 1069.42
固 定 資 産 売 却 損 0 0.00 0 0.00 0

-  
手 当 等 0 0.00 0 0.00 0 -  
臨 時 損 失 0 0.00 0 0.00 0

△ 24,210,889 97.54
総 費 用 （ ２ ＋ ４ ＋ ６ ） 856,207,975 100.00 873,945,969 100.00 △ 17,737,994 97.97
総 収 益 （ １ ＋ ３ ＋ ５ ） 961,409,442 100.00 985,620,331 100.00

120.81当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 610,800,089 -  505,598,622 -  105,201,467

-  △ 6,472,895 94.20
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 505,598,622 -  393,924,260 -  111,674,362 128.35

計
当 年 度 純 利 益 105,201,467 -  111,674,362
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資料第７表

貸 借 対 照 表 比 較 表
(単位：円，％)

                 区　　分
科　　目

令 和 ３ 年 度 （A) 令 和 ２ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較                    区　　分
科　　目

令 和 ３ 年 度 （A) 令 和 ２ 年 度 （B) 前 年 度 と の 比 較

金　　額 構成比 金　　額 構成比 増　減　額 A / B 金　　額 構成比 金　　額 構成比 増　減　額 A / B

１．固　定　資　産 9,509,497,555 89.26 9,835,955,772 90.28 △ 326,458,217 96.68 101.56

(１) 有形固定資産 9,509,497,555 89.26 9,835,955,772 90.28 △ 326,458,217 96.68 　ロ． その他の企業債 1,299,935

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 318,933,891 2.99 314,049,001 2.88 4,884,890

0.01 1,299,805 0.01 130 100.01

　イ． 土　　　　　　地 234,050,089 2.19 234,050,089 2.15 0.58 △ 12,414,134 80.19

　ロ． 建　　　　　　物 243,668,169 2.29 258,004,593 2.37 △ 14,336,424 94.44

0 100.00 (2) 未　払　金 50,238,148 0.47 62,652,282

100.20

　ハ． 構　　築　　物 7,807,462,158 73.29 8,047,404,922 73.86 △ 239,942,764 97.02 　イ． 賞与引当金 2,896,000

(3) 引　当　金 3,485,000 0.04 3,478,000 0.04 7,000

0.03 2,890,000 0.03 6,000 100.21

　ニ． 機械及び装置 1,017,665,005 9.55 1,147,142,478 10.53 0.01 1,000 100.17

　ホ． 車両及び運搬具 0 0.00 0 0.00 0 -

△ 129,477,473 88.71 　ロ． 法定福利引当金 589,000 0.01 588,000

-

　ヘ．工具器具及び備品 656,023 0.01 741,870 0.01 △ 85,847 88.43 ５．繰　延　収　益 3,853,569,411

(4) その他の流動負債 0 0.00 0 0.00 0

36.17 3,994,246,885 36.66 △ 140,677,474 96.48

　 ト． 建設仮勘定 205,996,111 1.93 148,611,820 1.36 54.14 122,825,492 102.08

(2) 無形固定資産 0 0.00 0 0.00 0 -

57,384,291 138.61 (1) 長期前受金 6,020,886,966 56.52 5,898,061,474

113.84

２．流  動　資  産 1,143,644,933 10.74 1,059,118,663 9.72 84,526,270 107.98 負　債　合　計 7,421,412,596

　　長期前受金
　　収益化累計額

△ 2,167,317,555 △ 20.35 △ 1,903,814,589 △ 17.48 △ 263,502,966

69.66 7,768,546,010 71.31 △ 347,133,414 95.53

(1) 現　金　預　金 1,080,609,319 10.15 1,000,706,549 9.18 22.98 0 100.00

(2) 未　　収　　 金 63,035,614 0.59 58,412,114 0.54 4,623,500 107.92

79,902,770 107.98 ６．資　本　金 2,504,219,338 23.51 2,504,219,338

116.91

資　産　合　計 10,653,142,488 100.00 10,895,074,435 100.00 △ 241,931,947 97.78 (1) 資本剰余金 116,710,465

７．剰　余　金 727,510,554 6.83 622,309,087 5.71 105,201,467

1.10 116,710,465 1.07 0 100.00

３．固　定　負　債 3,193,886,211 29.98 3,392,820,037 31.14 0.09 0 100.00

(1) 企　　業　　債 3,193,886,211 29.98 3,392,820,037 31.14 △ 198,933,826 94.14

△ 198,933,826 94.14 　　イ．受贈財産評価額 9,948,000 0.10 9,948,000

100.00

　イ． 建設改良等の財源に
　　　  充てるための企業債 3,188,685,171 29.93 3,386,319,062 31.08 △ 197,633,891 94.16 (2) 利益剰余金 610,800,089

　　ロ．補助金 106,762,465 1.00 106,762,465 0.98 0

5.73 505,598,622 4.64 105,201,467 120.81

　ロ． その他の企業債 5,201,040 0.05 6,500,975 0.06 4.64 105,201,467 120.81

４．流　動　負　債 373,956,974 3.51 381,479,088 3.51 △ 7,522,114 98.03

△ 1,299,935 80.00
　  イ．当年度未処分
　　　　 利益剰余金

610,800,089 5.73 505,598,622

100.00 10,895,074,435 100.00 △ 241,931,947 97.78

103.36

(1) 企　　業　　債 320,233,826 3.00 315,348,806 2.89 4,885,020 101.55 負 債 資 本 合 計 10,653,142,488

資　本　合　計 3,231,729,892 30.34 3,126,528,425 28.69 105,201,467
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資料第８表 　

経 費 分 析

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分
種　　　別

算　　定　　方　　式 算　　定　　基　　礎
年　　度　　別　　比　　較

令和３年度 令和２年度 令和元年度

88.61 85.36
一 日 処 理 能 力 15,375

負 荷 率 （ ％ ）
一 日 平 均 処 理 水 量

×１００
13,334

×１００ 96.41

施 設 利 用 率 （ ％ ）
一 日 平 均 処 理 水 量

×１００
13,334

×１００ 86.73

94.09 87.67
一 日 最 大 処 理 水 量 13,830

最 大 稼 働 率 （ ％ ）
一 日 最 大 処 理 水 量

×１００
13,830

×１００ 89.95

有 収 水 量 3,614,962

汚 水 原 価 （ 円 ）

営 業 費 用 － ポ ン プ 場 費
＋ 支 払 利 息
－ 雨 水 元 利 償 還 分

845,800,210
233.97

94.18 97.37
一 日 処 理 能 力 15,375

使 用 料 単 価 （ 円 ）
下 水 道 使 用 料 516,968,971

143.01 144.51 144.27

238.64 245.48

有 収 水 量 3,614,962

自 己 資 本 構 成 比 率 （ ％ ）
自 己 資 本 ＋ 剰 余 金

×１００
3,231,729,892

×１００ 30.34 28.70 26.81
負 債 ・ 資 本 合 計 10,653,142,488

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率 （ ％ ）
固 定 資 産

×１００
9,509,497,555

×１００ 147.99 150.87 154.24
自己資本＋剰余金＋固定負債 6,425,616,103

流 動 比 率 （ ％ ）
流 動 資 産

×１００
1,143,644,933

×１００ 305.82 277.63 236.75
流 動 負 債 373,956,974

総 収 益 対 総 費 用 比 率 （ ％ ）
総 収 益

×１００
961,409,442

×１００ 112.29

65.06 63.51
営 業 費 用 801,176,257

112.78 111.67
総 費 用 856,207,975

営 業 収 益 対 営 業 費 用 比 率 ( ％ ）
営 業 収 益

×１００
527,068,340

×１００ 65.79
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